
経

７ 予算額等

予 算 額 決 算 額
事　業　経　費 経　常　

予 算 額 決 算 額 予 算 額

移行前の組織の最終１年間

(平成１２年度)

3,374,162 3,289,639 1,172,075 1,101,952 2,202,087

13年度

予算額・決算額 3,688,000 3,808,226 1,058,000 1,304,974 2,630,000

独自財源から
の 収 入 額

147,000 331,871 147,000 331,871 0

運営費交付金 3,177,000 3,177,370 547,000 674,118 2,630,000

補 助 金 等 0 0 0 0 0

施 設 費 280,000 208,437 280,000 208,437 0

14年度

予算額・決算額 4,734,690 4,088,070 2,087,007 1,491,979 2,647,683

独自財源から
の 収 入 額

146,060 154,517 146,060 154,517 0

運営費交付金 3,198,368 3,198,368 550,685 602,276 2,647,683

補 助 金 等 0 0 0 0 0

施 設 費 237,262 286,775 237,262 286,775 0

15年度

予算額・決算額 4,145,643 4,049,079 1,597,725 1,505,555 2,547,918

独自財源から
の 収 入 額

146,060 150,928 146,060 150,928 0

運営費交付金 2,986,894 2,986,894 438,976 443,370 2,547,918

補 助 金 等 0 0 0 0 0

施 設 費 350,352 348,263 350,352 348,263 0

16年度

予算額・決算額 3,671,222 3,646,357 1,044,234 1,072,024 2,626,988

独自財源から
の 収 入 額

146,060 183,252 146,060 183,252 0

運営費交付金 3,129,775 3,129,775 502,787 555,441 2,626,988

補 助 金 等 0 0 0 0 0

施 設 費 233,747 233,746 233,747 233,746 0

17年度

予算額・決算額 3,621,695 3,622,957 994,144 1,025,652 2,627,551

独自財源から
の 収 入 額

146,060 144,934 146,060 144,934 0

運営費交付金 3,141,921 3,141,921 514,370 544,616 2,627,551

補 助 金 等 0 0 0 0 0

施 設 費 243,594 242,470 243,594 242,470 0

18年度

予算額・決算額 3,548,502 3,489,393 937,831 964,517 2,610,671

独自財源から
の 収 入 額

144,163 151,003 144,163 151,003 0

運営費交付金 3,132,569 3,132,569 521,898 607,693 2,610,671

補 助 金 等 0 0 0 0 0

施 設 費 214,770 210,615 214,770 210,615 0

19年度

予算額・決算額 3,521,727 1,044,722 2,477,005

独自財源から
の 収 入 額

143,489 143,489 0

運営費交付金 2,984,911 507,906 2,477,005

補 助 金 等 0 0 0

施 設 費 208,327 208,327 0

備　考
　※「予算額」の欄は決算報告書の支出予算額ベース、「決算額」の欄は決算報告書の支出決算額ベースで記載。



経

単位：千円

　費

決 算 額

2,187,687

2,503,251

0

2,503,251

0

0

2,596,091

0

2,596,091

0

0

2,543,524

0

2,543,524

0

0

2,574,333

0

2,574,333

0

0

2,597,304

0

2,597,304

0

0

2,524,875

0

2,524,875

0

0



８ 資産・負債・資本
（１）資産 単位：千円

資　　　　　　　　産

資 産 合 計 現金及び預金 有価証券 土 地 建    物

移行前の組織の最終１年間
(発足日前日)

－ － － － －

１３年度 10,647,504 437,153 0 5,608,759 3,123,621

１４年度 10,964,196 678,087 0 5,638,911 3,247,452

１５年度 11,270,098 801,658 0 5,347,871 3,696,859

１６年度 11,039,424 536,430 0 5,346,953 3,638,454

１７年度 10,931,843 456,262 0 5,346,953 3,548,782

１８年度 10,743,844 350,405 0 5,346,953 3,478,140

（２）負債 単位：千円

負　　　　　　　　債

負 債 合 計 短 期 借 入 金

長　期　借　入　金

借　入　先 借　入　額 政府保証
の有無

移行前の組織の最終１年間

(発足日前日)

－ － － － －

１３年度 822,486 0 － 0 －

１４年度 834,631 0 － 0 －

１５年度 1,021,349 0 － 0 －

１６年度 806,509 0 － 0 －

１７年度 619,955 0 － 0 －

１８年度 700,152 0 － 0 －

（３）資本 単位：千円

資　　　　　　　　本

資 本 合 計 政 府 出 資 金
積　　立　　金

種　　別 金　　額

移行前の組織の最終１年間

(発足日前日)

－ － － －

１３年度 9,825,018 9,701,998
積立金 0

１４年度 10,129,565 9,701,998
積立金 178,503

１５年度 10,248,748 9,701,998
積立金 179,293

１６年度 10,232,915 9,701,998
積立金 89,612

１７年度 10,311,887 9,701,998
積立金 95,878

１８年度 10,043,692 9,701,998
積立金 0

備  考
　※１　貸借対照表に基づき記載。
　※２　「移行前の組織の最終１年間」の欄については、独法移行前は企業会計でないため、資産・負債・資本と整理
　　　  できないため記載せず。



９　現物出資・無償譲渡資産等
（１）現物出資された資産 単位：千円

有　形　資　産
(土地、建物、構築物、器具など)

無　形　資　産
(ソフトウェア、電話加入権など)

資　産　名 金　　額 資　産　名 金　　額

 発 足 時
(１３年４月)に国から
現物出資された資産

土地 5,618,078 － 0

建物 3,165,026

構築物 918,892

１３年度末

土地 5,608,759 － 0

建物 2,998,632

構築物 863,032

１４年度末

土地 5,311,607 － 0

建物 2,825,860

構築物 807,534

１５年度末

土地 5,020,567 － 0

建物 2,672,658

構築物 759,586

１６年度末

土地 5,019,649 － 0

建物 2,528,717

構築物 714,255

１７年度末

土地 5,019,649 － 0

建物 2,392,602

構築物 677,448

１８年度末

土地 5,019,649 － 0

建物 2,249,501

構築物 642,060

備　考
　※　土地の残存額の減少は関西農場の売却（１３～１５年度）、北海道中央農場の一部売却（１６年度）による。

（２）無償譲渡された資産 単位：千円

有　形　資　産
(土地、建物、構築物、器具など)

無　形　資　産
(ソフトウェア、電話加入権など)

資　産　名 金　　額 資　産　名 金　　額

 発 足 時
(１３年４月)に国から
無償譲渡された資産

機械及び装置 146,499 － 0

車両運搬具 40,259

工具器具備品 137,903

１３年度末

機械及び装置 118,190 － 0

車両運搬具 27,015

工具器具備品 94,427

１４年度末

機械及び装置 94,481 電話加入権 5,112

車両運搬具 16,107

工具器具備品 65,943

１５年度末

機械及び装置 75,637 電話加入権 5,112

車両運搬具 9,500

工具器具備品 45,012

１６年度末

機械及び装置 61,669 電話加入権 5,112

車両運搬具 5,231

工具器具備品 31,112

１７年度末

機械及び装置 50,510 電話加入権 5,112

車両運搬具 4,238

工具器具備品 23,864

１８年度末

機械及び装置 42,930 電話加入権 2,200

車両運搬具 3,967

工具器具備品 23,444

備　考
　　※無形資産の電話加入権は、発足時に資産として評価せず、財務諸表上は、１３年度は未計上であった。
　　なお、１４年度において資本剰余金に計上した。

（３）土地、建物等の無償使用の提供を受けている有無
発足時(１３年４月) １３年度末 １４年度末 １５年度末 １６年度末

有 有 有 有 有

１７年度末 １８年度末

有 有



１０　法定監査、任意監査の有無と監査法人名等

13年度

法
定
監
査

監査法人名 法定監査の義務なし

監査意見 －

任
意
監
査

監査法人名 新日本監査法人

監査意見 －

14年度

法
定
監
査

監査法人名 法定監査の義務なし

監査意見 －

任
意
監
査

監査法人名 新日本監査法人

監査意見 －

15年度

法
定
監
査

監査法人名 法定監査の義務なし

監査意見 －

任
意
監
査

監査法人名 新日本監査法人

監査意見 －

16年度

法
定
監
査

監査法人名 法定監査の義務なし

監査意見 －

任
意
監
査

監査法人名 新日本監査法人

監査意見 －

17年度

法
定
監
査

監査法人名 法定監査の義務なし

監査意見 －

任
意
監
査

監査法人名 新日本監査法人

監査意見 －

18年度

法
定
監
査

監査法人名 法定監査の義務なし

監査意見 －

任
意
監
査

監査法人名 新日本監査法人

監査意見 －

備　考
　　※当該監査法人とは会計業務に関するコンサルタントとして契約を締結しているものであり、特段、監査意見を
      求めているものではない。

（注）法定監査義務のない法人は、法定監査の監査法人名の欄にその旨を明記すること。

１１　収入及び支出に係る上位10位までの取引先の名称等　　　　　　　引き続き調査中

１２　関係法人(特定関連会社、関連会社、関連公益法人）に対する出資額、関係法人の売上額等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　引き続き調査中
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